
必要書類等（競争参加資格確認申請書提出時）

	必要書類
	備考

	①
	紙入札承諾願（様式１）
	紙入札の場合のみ提出。

	②
	競争参加資格確認申請書（様式２）
	原則として電子入札システムにより申請。　　必ず提出すること。

	③
	各担当分野の主任技術者の資格及び主要業務実績（様式３）
	各担当分野毎に分けて作成すること。

	④
	協力設計事務所（様式４）
	

	⑤
	技術者名等一覧（様式５）
	

	⑥
	業務の理解度及び取組意欲（様式６）
	Ａ４用紙１枚にまとめること。

	⑦
	業務の実施方針（様式７）
	Ａ４用紙１枚にまとめること。

	⑧
	ワーク・ライフ・バランス等の取組に関する認定状況（様式８）
	

	⑨
	建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていることを証明する書類の写し
	

	⑩
	文部科学省における令和３・４年度の設計・コンサルティング業務に係る有資格業者登録申請を行った際に交付されている「設計・コンサルティング業者登録申請書類受領書」の写し
	

	⑪
	納税証明書(国税通則法施行規則別紙第８号書式その３又はその３の３の未納の税額がないことの証明)
	発行後３ヶ月以内の直近１事業年度のもの。写し可。



※各様式の注意書き等に示している「事実を証明できる書類の添付」を求められているものについては必ず添付すること。
※紙入札の場合は、必ず電子媒体で保存したものを併せて提出すること。

（様式１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

紙入札方式参加承諾願




１．件　名　　山梨大学（武田１他）基幹整備（空調設備）設計業務（その２）


２．電子入札システムでの参加ができない理由（必須）




　上記設計・コンサルティング業務は、電子入札対象案件でありますが、今回は当社においては上記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、今回に限り紙入札方式での参加を希望いたします。




国立大学法人山梨大学長　　　殿


令和　　年　　月　　日

住　　所
法人名等
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（様式２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

競 争 参 加 資 格 確 認 申 請 書

令和　　年　　月　　日

　国立大学法人山梨大学長　　　殿　

住　　所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞


令和４年７月２５日付けで公告のありました山梨大学（武田１他）基幹整備（空調設備）設計業務（その２）に係る競争参加資格について、競争参加資格を確認されたく、下記の書類を添付し申請します。

なお、以下の１から４について誓約します。

１．国立大学法人山梨大学契約細則第２条及び第３条の規定に該当しない者であること。
２．会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再認定を受けた者を除く。）でないこと。
３．申請書等提出書類の内容については事実と相違ないこと。
４．警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、文部科学省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。


注）なお、返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金を加えた所定の料金（４０４円）の切手を貼った長３封筒を申請書とあわせて提出してください。ただし、電子入札システムで申請を行った場合は、返信用封筒の提出は不要です。





（様式３）	
主任技術者の資格及び実績

下記事項について、建築（意匠）、建築（構造）、電気設備、機械設備の担当分野毎に作成すること。

１．資格
	取　得　資　格
	取 得 年 月 日
	登 録 番 号

	
	Ｓ・Ｈ　　年　 月 　日
	

	
	Ｓ・Ｈ　　年　 月 　日
	

	
	Ｓ・Ｈ　　年　 月 　日
	

	
	Ｓ・Ｈ　　年　 月 　日
	

	
	Ｓ・Ｈ　　年　 月 　日
	


「1． 資格」は、当該業務を行うにあたり関連する資格を、建築については「一級建築士」を、
電気設備、機械設備については「一級建築士」、「建築整備士」及び「技術士（建設）」を優先して記入すること。

２主要業務実績
	業　務　名
	施　設　名　等
	構造・規模
	業務完了年月日

	
	施設名
用　途
発注者
所在地

	構造

地上　階地下  階

延床面積　　　　　㎡
	平成  年  月　日


	業務内容
	役割：・総括・主任・その他
業務種類：・基本設計・実施設計


「２．主要業務実績」は、平成１９年度以降に完成した床面積４，１５０㎡以上平屋建て以上の教育・研究施設の新営または改修工事の空調設備実施設計業務の実績を記入すること。




[bookmark: _GoBack]
（様式４）
　
協力設計事務所

	法人等名
	

	代表者等名
	

	所在地
	

	協力内容
	

	延従事予定
技術者数
（人日）
	



①　複数者の協力設計事務所がある場合は，別々の用紙に記入すること。
②「協力内容」欄は，業務区分（基本設計，実施設計それぞれについて，（建築（意匠），建築（構造），電気設備，機械設備，などの別）及び作業内容（基本図作成，詳細図作成，設計計算，数量集計等の別）を記入すること。
③　「延従事予定技術者数」欄は，担当業務区分毎に延従事予定技術者人数を記入すること。



（様式５）

技術者名等一覧


１　建築担当主任技術者（意匠）
（1）氏名：
（2）生年月日：明治・大正・昭和　　　年　　　月　　　日（　　　才）
（3）所属：
２　建築担当主任技術者（構造）
（1）氏名：
（2）生年月日：明治・大正・昭和　　　年　　　月　　　日（　　　才）
（3）所属：
３　電気設備担当主任技術者
（1）氏名：
（2）生年月日：明治・大正・昭和　　　年　　　月　　　日（　　　才）
（3）所属：
４　機械設備担当主任技術者
（1）氏名：
（2）生年月日：明治・大正・昭和　　　年　　　月　　　日（　　　才）
（3）所属：



（様式６）

　　　　　　　　　　業務の理解度及び取組意欲　　　　　（用紙Ａ４）
	



（様式７）　　　
業務の実施方針　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
	






（様式８）　　

ワーク・ライフ・バランス等の取組に関する認定状況
	ワーク・ライフ・バランス等の取組に関する以下のいずれかの認定の有無

	○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定（えるぼし認定企業）又は一般事業主行動計画策定済（常時雇用する労働者の数が３００人以下のものに限る）
○次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業）
○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定（ユースエール認定））
	有 　･　 無


注）上記のいずれかの認定がある場合は、このことを証明できる資料を添付すること。
